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本事業の要旨

 本事業の背景及び目的

— 2003年6月に策定された「社会のあらゆる分野において、2020年までに指導的地位に占める女性の割合が、少なくとも30％程度となるよう期待する」という目標は、経済分野において
進捗が遅れている 。

— 「第5次男女共同参画基本計画」 （2021年12月閣議決定）においては、進捗が遅れている理由の１つに「女性の採用から管理職・役員へのパイプライン構築が途上であること」と指摘さ
れている。

— 本事業の目的は、日本の経済分野における女性役員・取締役の割合が低い原因である登用パイプライン構築に関する課題出しを行い、国内外事例の調査を通じて、日本における役
員・取締役をはじめとした指導的地位の女性の割合を少なくとも30%程度まで増加させるために、施策を立案することである。

 現状の把握及び課題の特定

— 海外10事例、国内10事例の文献調査及びヒアリングを通し、大きく3つの課題が特定された

» 【機会不十分】性別役割分担等の固定観念や情報・ネットワーク不足により、役員・取締役になる上でのWill / Skillを伸ばす機会が女性に十分に与えられていない

» 【上司の理解不足】：女性が管理職になるために必要なサポートの方法・インセンティブが経営層・直属の上司に浸透していない

» 【制度利用意識の課題】：女性が仕事と家庭を両立できる制度の利用に係る意識が不足または浸透しておらず、家庭を優先した場合の評価が不平等になりうる

 海外取組事例

— 海外10事例の文献調査・ヒアリングの結果、パイプライン構築の方策として以下のような先進事例が得られた。

» The Diversity Council、Advance、Women & Leadership Australia等は、女性向けに管理職として成功するためのスキル・マインドセット育成の研修を展開

» 30% Club、Catalyst、Him For Her、Valore、Chief等は、女性管理職候補をサポートする企業横断型のグループメンタリングを提供

 施策(案)
— 現状でのパイプライン構築にかかる課題の分析、海外で効果を上げている取組事例調査を踏まえ、経産省主導の企業横断型施策及び個社の取組の加速を促す制度・施策について

検討した。

» 経産省主導の女性役員候補育成プログラム(仮称)：各企業内で参加する部長・課長のニーズ分析・育成計画を作成のうえ、役員になるために必要なマインドセット・ネットワーク・ス
キルを身に付けるための以下プログラムを実施する。プログラム後、参加者の活躍・昇進状況を積極的にトラッキングする

› 女性向け：部長・課長向けクロスカンパニーメンタリング、役員候補スキル・マインドセット研修

› 経営層・上司向け：メンタリング・スポンサーシップ研修

› 人事向け：他社施策・女性のニーズの共有

» その他、考えられる施策：Future Boards Scheme、企業横断型D&Iダッシュボード、 海外人材役員活用、役員候補推薦制度、女性役員クオータ制導入、家事代行サービス補助
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現状理解と仮説構築

仮説検証

施策立案
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経産省としては、企業横断的施策の主導と、個社の取組の加速を促す仕組みの両
面からの支援が必要なのではないか

出典:内閣府男女共同参画局、労働賃金調査の数値を基に、本調査にて算出

女性役員比率30%に近
づくためのシナリオ 意味合い

実施した場合の2030
年における役員比率昇進年数 昇進確率

仮定（部長→役員）

昇進の速度を
加速

昇進確率の
向上

社外の人材
を活用

 昇進速度を倍速：部長か
役員への昇進速度を現状
の8年間から4年間に

 昇進確率を倍増：部長から
役員への昇進確率を現状
11%から22%に

17.9%

17.8%

9%以上

 目標と現状の差分を社外
取締役またはグループ会
社の海外の女性などを活
用

4

8

N/A

11%

22%

N/A

（参考）現状維持 8.9%8 11%

 2030年度目標を達成するためには、

各社が本課題を喫緊の課題と捉え、
効果のある施策を重点的に取り組
む必要がある

 ただし、左記の取組を単一で採用し
ても30%目標には未達

 経産省としては、 企業横断的な取

組の主導と、個社の取組の加速を
促す仕組みづくりの両面からの支援
が必要なのではないか
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【調査を行うにあたっての仮説】女性の役員候補を増やす表層課題及び根本原因

現状課題を生み出す課題整理現状課題

経済分野における女性役員・取
締役の割合が少ない理由として
以下の3つの原因が考えられる

考えられる根本原因表層課題

女性が役員にな
るための
Will/Skillの不足

経営層・直属の上
司からのサポート
不足

体制・制度の不備

 高等教育における専攻分野の偏り

 性別で得意領域は異なるという先入観・性別役割

職 種 に よ る 女 性 比 率 の 大 き な
偏り(応募数含む)

A

 女性のキャリアアップを後押しするスポンサー不足

 女性の自己効力感の低さ

 女性は家庭で出産・育児・介護をすべきという風土

女性自身が管理職になりたくない、
自分では務まらないと認識

B

 スキルセットの不足

 経営企画・駐在等の多角的な経験の不足

女性の管理部門への配属が多く、
役員に必要なスキル不足

C

 自社の女性活躍理由・動機について経営層の検討不足・
社員への発信不足

 女性活躍の推進方法が不明確

経営層による女性活躍推進の理念の
浸透不足

E

 共通の趣味・価値観を持つ特定の人のみと交流

 ハラスメントリスクを恐れ男性が女性と個別対面機会を回避

経営幹部層と関わる頻度の男女の
格差

F

 役員・部長・課長級における女性数の不足

 性別の違いを言語・行動で過度に強調する傾向有

女性管理職のロールモデル不在D

1. 企業に入社する女性
の数（幹部候補対象）
が少ない

2. 管理職まで昇進する
女性の割合が
少ない

3. 管理職・経営層まで昇
進しても、男性より在
籍期間が短い

 不要で煩雑な事務作業等から発生する長時間労働

 両立する働き方のメリットへの理解が不十分

 男性の育児休暇制度の浸透が不十分

出産・育児・介護等のプライベートと

仕事を両立できる制度利用意識醸成
の不足

G

 昇格の基準が不透明

 育児・介護休暇による経験年数の差等による評価の差

男女間で昇格の基準が不透明・不平
等

H

深掘り対象
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現状理解と仮説構築

仮説検証

施策立案
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仮説をもとにヒアリング項目を作成し、日本企業10社対象のヒアリング及び文献調査
を通し、仮説を検証した

担当役員 社員管理職

経験・スキル  昇進するとしたら、自身に不足するスキル・経験があると思うか、何が不足していると思う
か

✓ ✓✓

 昇進の決定は公平で客観的な評価基準に基づき行われていると思うか ✓ ✓✓

情報・ネットワーク  経営幹部層にご自身の仕事について話しづらいと思ったことはあるか、なぜか ✓ ✓✓

経営層

マインドセット

✓ ✓✓

 女性活躍は御社にとって必要か、なぜそう思うか

 具体的にどのように女性活躍を推進すべきか提示されているか

✓ ✓✓✓

✓

✓ ✓✓

 御社への応募者の男女比率に偏りがあるか、ある場合はなぜあると思うか

 育児休暇後の社員に対してどのような配慮をしているか1

✓ ✓✓

✓

 昇進を勧め、励ましている部下はいるか、男女別で何人いるか

 上司で昇進について励ましや勧める言葉をかけてくれる人はいるか、男女別で何人いるか

 上司や同僚に自慢できる成功体験はいくつ思いつくか

✓ ✓✓

✓ ✓✓

✓ ✓✓

体制・制度

✓ ✓✓

 ワークライフバランスを両立する制度は十分あると思うか

 ワークライフバランスを両立することは重要と思うか、なぜか

✓ ✓✓✓

✓

 ロールモデルと思える人は社内に何人いるか、社外に何人いるか。どのように社外の人と
出会ったか

✓ ✓✓✓

1. 育児休暇を取得した当事者の場合、「育児休暇取得後にどのような配慮を受けたか、あるいは受けたかったか」
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1 労働政策研究・研修機構「雇用形態別雇用者数(2021)」：https://www.jil.go.jp/kokunai/statistics/timeseries/html/g0208.html
2 厚生労働省「令和２年度雇用均等基本調査」：https://www.mhlw.go.jp/toukei/list/dl/71-r02/07.pdf
3 マッキンゼー 「Women in Workplace」調査
4 労働政策研究・研修機構「調査シリーズ No.132 採用・配置・昇進とポジティブ･アクションに関する調査結果」(2015)；https://www.jil.go.jp/institute/research/2014/132.html
5 アデコ社「女性管理職550名を対象にした調査（2019年）」：https://www.adeccogroup.jp/pressroom/2019/0221
6 エン・ジャパン株式会社「企業の女性活躍推進」実態調査2021：https://www.atpress.ne.jp/news/252588

表層課題 根拠となる定量的データ 今回のヒアリング調査から得られた根拠となる定性的データ

女性管理職のロールモデル不在

職種による女性比率の大きな偏り
(応募数含む)

女性自身が管理職になりたくない、
自分では務まらないと認識

A

B

D

 正規職員の男性比66%、女性は34%に対し、非
正規職員の男性は32%、女性は68％1

 業務別でみると、事務従事者・サービス職業従事
者のみ女性が多く、他業務は男性の方が多い2

 昇進を望んでいる女性は男性に比べて11％少な
く、非管理職で男女間の差が最大の14％3

 女性の方が自分の性別により今後の昇進や昇
給は難しくなると考えている割合が多く、経営層・
役員(17％)と非管理職(17％)で特に差が大きい3

 課長職相当以上の女性管理職対象の調査にて、
過半数が社内外にキャリアのロールモデル・メン
ターいないと回答 5

 各社人事担当者が女性社員の活躍推進におけ
る課題として、社内に女性のロールモデルがい
ない(少ない)を最も多く選んだ(43%)6

 「現在管理職以上の候補となり得る世代の女性の大半は一
般職。女性の総合職を採用し始めてから年数経っていない
ため、管理職候補の母数が少ない」 人事部

 「結婚や家庭の事情を抱え、管理職になったら周りに迷惑
かけるのでは、という気持ちから意欲持てない」 人事部長

 「女性は昇進に必要なスキルを7割満たしていても「自信が
ある」と言わない（一方、男性は7割満たしていれば自信を
持ち、手を挙げる傾向） 」 人事部長

 「今まで女性のロールモデルがいなかったため、出世したく
ない、上にいくと大変そうと思った」 女性課長

 「社内の女性数が少ないから自社内ではロールモデルがい
ない。管理職に上がった女性も孤独感感じている」 人事部

 6割以上の企業にて、営業と生産部門は男性が9
割以上を占めている4

 「男女で育て方がそもそも違う。これまでは女性は早々に本
社に行くことが多く、社外のやりとりや現場経験を十分持っ
ていない」 人事部長

 「自分は人事畑で財務的な知識がないため、取締役になる
にはスキル・経験が足りていないと感じる」 女性人事部長

 「女性はライフイベントと出向等がかぶってしまう」 人事部長

女性の管理部門への配属が多く、
役員に必要なスキル不足

C

課題1:固定観念や情報・ネットワーク不足により、役員になるために必要なWill / 
Skillを伸ばす機会が女性に十分に与えられていない
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課題2:女性が管理職になるために必要なサポートの方法・インセンティブが経営層・
直属の上司（本部長・部長レベル）に浸透していない

1. マッキンゼーWomen in the Workplace調査(日本国内の企業に勤務する20-59歳の男女各1000名を対象に2020年7月14日-19日、9月4日-7日実施)

 「経営陣としては短期的な収益実現が優先され、D&Iはなか
なかtop priorityになりにくい」 経営層

 「社長は120％の課題意識を持っているが、全男性管理職
がそれを意識してはいない。今後段階的に広める」

人事部長

 「男性優位思想を持つ社員は『女性は守らないといけない』
と思いやっているつもりで、本人のキャリアには不利益にな
ることも」 人事部長

 「男性上司の部下の扱いが男女で違う。指示する仕事の量
等、女性だから抑えれている気がする」 女性係長

経営層による女性活躍推進の理念
の浸透不足、直属の上司の理解不
足

E  令和元年度なでしこ銘柄女性活躍度調査回答企
業のうち、「女性活躍推進の課題」として「男性管
理職による理解不足」を挙げた企業は、「なでし
こ銘柄企業」では36%、「非なでしこ銘柄企業」で
は26%で、いずれも要因として上位トップ３に入っ
ていた。

 上記調査において、経営トップの各種取組（トップ
による社内外発信、取組リード、経営会議での議
論）の実施有無について、「なでしこ銘柄企業」は
いずれも8割が実施していたのに対し、「非なでし
こ銘柄企業」の実施平均はいずれも4割程度以
下にとどまる。

経営幹部層と関わる頻度の男女の
格差により、スポンサーを得にくい
状況や、昇進後の振舞い等の想像
が男性に比べ困難な状況

 月に1回ほど役員クラスと話す機会がある女性
の割合は男性に比べ7％低い1

 「ゴルフ外交しないといけないなら昇進しなくて良い」
女性係長

 「管理職昇進のメリットをもっと発信していくべき」 女性係長

 「男性社会の暗黙知が存在してしまっているため、女性は
伸び悩む」 女性執行役員

 「男性に比べ女性は経営層と関わる機会が少ないことに
よって、役員に必要なスキルと、自分の現状との差異を認
識しにくい。明確でないことが自信のなさにもつながる」

女性課長

F

表層課題 根拠となる定量的データ 今回のヒアリング調査から得られた根拠となる定性的データ
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課題3:女性が出産・育児・介護等プライベートと仕事を両立できる制度利用に関して
十分な意識醸成がなされておらず、家庭を優先した場合の評価が不平等になりうる

 「管理職昇進への女性の躊躇要因は、WLBの維持が困難
な点」 人事部長

 「男性育休も推奨しているが、社員にも理解が進んでおらず、
取得実績も進んでいない」 人事部長

 「勤務地の縛りにより、仕事と結婚の選択を迫られてしまう」
女性課長

出産・育児・介護等のプライベートと
仕事を両立できる制度を利用できる
意識醸成の不足

G  女性正社員は妊娠・出産を機に約2割が退職し、
非正社員は6割強。退職した正社員の25％は仕
事と育児の両立が難しく退職し、15％は解雇もし
くは退職推奨された1

 「2年前から育児・出産による休暇年数も昇格試験で選考基
準となる経過年数に含めた」 人事部長

 「(評価制度が出勤日数を基に算出するため) 育児・産休後
の女性は業績・能力共に評価が自動的に下がる仕組みに
なってしまっている」 男性部長

 「時短勤務でもパフォーマンスで評価してほしい」 女性係長

 「昇進しても『女性枠』と言われることに抵抗。そのため、役
職に必要なスキルを客観的に定義づけして、それに対して
候補者を評価し不足分を補う研修を実施している」

人事部長

両立支援制度利用者に不利であっ
たり、昇格に必要なスキル等が明
示されず、基準の透明性・公正性が
ない

H  近年毎年約2万件の男女雇用機会均等法に関
する相談が寄せられ、5.7%は募集・採用、配置・
昇進等に関する性差別2

1. 厚生労働省「平成 27 年度仕事と家庭の両立支援に関する実態把握のための調査研究事業報告書労働者アンケート調査結果」：https://www.mhlw.go.jp/file/06-Seisakujouhou-11900000-Koyoukintoujidoukateikyoku/0000103116.pdf
2. 厚生労働省「令和元年度 都道府県労働局雇用環境・均等部（室）での法施行状況 」：https://www.mhlw.go.jp/content/11900000/000645828.pdf

表層課題 根拠となる定量的データ 今回のヒアリング調査から得られた根拠となる定性的データ
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課題をもとに施策の方向性を定義

女性が役員を目指す上
でのWill / Skillの向上
を目指すプログラム

経営層・直属の上司か
らのサポート

女性がより働きやすい
体制・制度の改革

対応する表層課題

 固定観念や情報・ネットワーク不足により、
役員になる上でのWill / Skillを伸ばす機会
が女性に十分に与えられていない

 女性が役員になるために必要なサポート
の方法・インセンティブが経営層・直属の
上司（本部長・部長レベル）に浸透してい
ない

 女性が仕事と家庭を両立できる制度利用
に関して意識醸成が不足しており、家庭を
優先した場合の評価が不平等になりうる

女性管理職のロールモデル不在

職種・業務による女性比率の大きな偏り(応募数含む)

女性の管理部門への配属が多く、役員に必要なスキル不足

経営層による女性活躍推進の理念の浸透不足、直属の上司の
理解不足

女性自身が管理職になりたくない、自分では務まらないと認識

出産・育児・介護等のプライベートと仕事を両立できる制度利用意
識醸成の不足

男女間で昇格の基準が不透明・不平等

経営幹部層と関わる頻度の男女の格差

E

A

B

C

G

H

F

D

施策の対象・目的 課題のまとめ
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現状理解と仮説構築

仮説検証

施策立案
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課題のまとめ及び施策の概要(案)

考えられる施策仮説

施策の対象・目的 課題のまとめ 優先施策 今後の検討課題

女性が役員を目指す上
でのWill / Skillの向上
を目指すプログラム

 固定観念や情報・ネットワーク不足により、役員に
なる上でのWill / Skillを伸ばす機会が女性に十分
に与えられていない  海外人材役員活用

 役員候補推薦制度

 Future Boards Scheme
 部長・課長向けクロスカンパニーメンタリング

 役員候補スキル・マインドセット研修

A:統合施策として実施
「女性役員候補育成プログラム(仮称)」

経営層・直属の上司か
らのサポート

 経営層が女性の執行役員・役員を増やす必要性を
認識していない

 女性役員候補特有ニーズとサポート方法を直属の
上司（本部長・部長級）が理解していない  企業横断型D&Iダッシュボード

 家事代行サービス促進

 女性役員クオータ制導入 定量分析・海外事例に基づき女性役員増やす
必要性を発信

 メンタリング・スポンサーシップ研修

B: 個別施策として優先順位付け

女性がより働きやすい
体制・制度の改革

 女性が仕事と家庭を両立できる制度利用の意識醸
成不足または浸透しておらず、家庭を優先した場合
の評価が不平等になりうる

 女性ニーズ・制度改革への示唆共有

 引き続き働き方改革の後押し

 （取締役・執行役員を始めとした）役職に必要なコンピタンシーの整理・それらに基づいた評価項目・
制度の浸透推進

 男女関係なく生産性向上の体制・制度が欠如、評
価基準が不明確

— リモートやフレックス等の働き方の柔軟性が足
りない

— 産休・育休を見込んだ人員配置がされていな
い

— 評価項目がブラックボックス化していて、労働
時間や男性の価値観に左右される
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役員候補を対象とした事業は、解くべき課題に応じてモデルが異なる

出典: 各団体ウェブサイト

1. 企業横断型のマッチング
2. Advanceは別途1:1、グループ型のメンタリグも実施

解くべき課題

役員研修

事例 国 内容 規模費用

 最大16人の役員候補者を対象とし、取締役

役員研修向けトレーニングを担当するコン
サルティング会社による半日のプログラム

 役員としての責任・取締役会の機能を講習、
ケース演習、グループ課題などを各月１回、
12ヶ月にわたって実施

 2012年に発足し、380人が受講

 2022年より男性役員候補者も参加

スキル

情報・
ネットワーク

マインド
セット

モデル

役員認証
制度

 役員になる上で必要なスキル(戦略策定・
ファイナンス・リスクマネジメント)を体系化し
た研修（座学）・試験を実施

 試験合格者には認定証を発行（2年間有効）

 3,000ドル（教

科書・試験・認
定費含む）

 2019年開始し、およそ750名程度
を認定

 Fortune 1,000の87%の会社が団
体に加盟

役員見習い
制度

 女性取締役候補者に別の企業の取締役会
に見習いとして参加することで、必要な経
験・スキルを習得を図る

 2016年に発足、参加人数不明

グループ

メンタリング
1

 Core Group: 8-10人の役員候補生のグ

ループを組成し（業種は問わない）、プロの
ファシリテータとともに、4-6週間に1回議論

 7,900ドル/年
（役員）

 5,800ドル/ 年
（部長級）

 2021年時点の参加者：5,000人
（2019年に発足し、1年間で8,000
人が入会待ち）

1:1
メンタリング

1

 メンターは男性あるいは女性のビジネスリー
ダー、メンティーは女性の組み合わせで、９ヶ
月間にわたり定期的にメンタリングを実施

 不明  2014年の開始以来、9,000人以上
のメンター・メンティーをサポート

CHIEF

30% Club

Advance2

Valore

30% Club

NACD

 不明

 不明

 不明

 不明



20

(コラム)国内外ヒアリングで得た企業レベルの施策成功事例

 部署横断や子会社も含めて女性同士の繋がりを強化するイベントを実施

 子供を持つ管理職をロールモデルとして社内研修に参加してもらうことで、
長く会社で働きたいと思える基盤づくりを実施ロールモデルの強化

 「グループ長として活躍されているかっこいい女性
の働き方を拝見することができて、身近に感じられ
た。自分より少し上の方がリーダーとして働いてい
る人を見るのが一番実感がわく」 女性課長

経営管理の強化

 数字(女性管理職比率等)の一人歩きは怖いので、全社向けには共有し
ないが、各部門のリーダーがKPIとして目標値を持ち、経営戦略として、
売上と同等に測定

 管理職はD&I指標を達成しなければ最も高い評価が得られない評価制
度を導入

 「リーダーがコミットして取り組むことはコミュニケー
ションと同じくらい重要」 人事

 「全参加企業が数値目標を測定。今まで女性役員
不在の企業に女性役員が就任、女性役員が倍増、
男女比が50:50を達成等の成果がある」海外団体

昇進意向を引き出すプログラムや現管
理職層向けトレーニングの導入

 「1年目参加者は約6割が部下を持つ管理職へ昇
進、2年目は約3割が昇進。『管理職になりたくな
い』社員が40％から10％へ減少」 人事

 自身が管理職になることへネガティブな考えを持つ社員対象に、スキル
育成、マネジメント疑似体験、社内外のネットワークの構築、スポンサー
シップを提供する1年間のプログラムを実施

ジェンダー・ダイバーシティの重要性の
周知徹底

 社内SNS (slack)で社長が日々正直に思ったことをつぶやくchannelで、
D&Iに対する強い想いも共有。社員との対話から政府・他社対談まで幅
広く共有。育児に関わらなかったという後悔も含めて透明度高く発信

 経営会議でしつこくDE&Iを取り上げた。現場の実態を率直に見せ(マイノ
リティ社員約100名のアンケート結果)、経営層としてのDE&Iのあるべき
姿について議論。社内でDE&Iについて議論するDE&Iフォーラムを結成

 メンバーの昇級判断で、一人ひとりのデータをもとにAIが示唆をマネー
ジャーに与え、アンコンシャスバイアスを軽減

 「人事主体だけだと進まない。いかに経営層がや
ると決めて実施していくのかが重要」 人事

 採用の際に、D&Iが進んでいるのは有利。「中途

入社のシニア層は、前の企業で能力を活かしきれ
なかったと思った人が多い。特に女性に多い」

人事

企業導入例 インパクト・メリット
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現状理解と仮説構築

仮説検証

施策立案

参考資料
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Catalystでは、取締役会レベルでのネットワーキングなど、参加企業の女性向けの
サービスを提供している
組織形態: NPO

イニシアティブの目標・詳細 イニシアティブの実施状況 効果

 Catalystは、「CEO Champions for 
Change」に加えて、企業におけるジェン

ダー平等推進に関わる様々なサービスを
提供

— コンサルティング: 12の専門分野につ
いてアドバイザリーサービスを提供
(本分野では20年の経験を有してい
る)

— 調査: 一般向けおよび顧客向けの
データの収集、集計、報告 (ただし、

報告書の大半は外部のソースからの
データを集約したもの)

— Women on Board: 取締役会レベル

でスポンサーシップとネットワーキン
グを実現するためのプログラム

— “Catalyst Award”: 毎年ごく少数の
企業に授与

 オーストラリア、カナダ、欧
州、インド、日本、米国で展
開

 現在、すべての地域で800
社以上の企業がスポン
サーとして参加 (年間の最
低投資額は15,000ドル)。
これにより、Catalystの一

連のツール、ケーススタ
ディにアクセスし、ウェビ
ナー、イベント等に参加で
きる

 Catalyst Women On Board
のmentorship-sponsorship 
programでは、発足した2007
年から終了した2020年まで
で、230の女性取締役就任
（うち66%が営利企業）を促し
た

 今後はadvising, supporting, 
challenging boardsに注力

 Mentorship-sponsorship 
programが成功したかどうか
の判断は難しい（13年間の成
果として多いとは言えない）

 Catalyst Women On Board
の注力分野のシフトの背景や
狙いを調査することで、日本
適用への考察につながるの
では

出典: Catalyst ウェブサイト

日本に適用した場合の
考察ポイント
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Him For Herでは、非公開会社向けの取締役候補のネットワーキング及び機会提供
に注力している
組織形態: 企業（Social Venture）

イニシアティブの目標・詳細 イニシアティブの実施状況 効果

 Him For Herは、2018年に発足し、
「2026年までに、高成長の非公開会社そ
れぞれに2名の女性取締役を登用」を目
標として、下記を提供

— Supplyネットワーク：女性取締役候
補のネットワーク構築及び900+の
Competencyタグ付け

— Demandネットワーク：取締役ポジ
ションのソーシング

— Supply/Demandマッチング：ラウン
ドテーブルやリファーラル

— Learning program：取締役候補向
けのトレーニングプログラム

— 調査：取締役の多様性に関する調査
やベンチマーキング

 発足から３年で下記を実施

— 3,795名の女性取締役

候補のネットワーク構
築

— 2,234名の女性取締役

候補に１つ以上の取締
役ポジションを紹介

— 2021年には20のウェ
ビナーを実施し、1,094
名が参加

 2021年の実績

— 564の取締役ポジション
にリファーラル

— 35の取締役登用

» 51%は取締役初任

» 13は公開企業

» 5はその後上場した企
業

 取締役候補のネットワーク及
びリファーラルを行っている
点では、今回の目的（女性取
締役割合の向上）の観点から
参考になる

 高成長の非公開会社が主な
対象となること、そして本取組
が対象とする候補者および企
業の人材の流動性が高い点
は、日本と違うため、日本の
企業内での候補育成の観点
からは、下記に注力した深掘
りが有効ではないか

— Competencyのタグ付け
の考え方

— マッチングの考え方

— Learningの内容

出典: Him For Herウェブサイト

日本に適用した場合の
考察ポイント
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Valoreでは、実際に参加企業の活動推進状況をモニタリングしており、参加企業で
のインクルーシブな環境作りの推進に寄与している
組織形態: NPO

イニシアティブの目標・詳細 イニシアティブの実施状況 効果
日本に適用した場合の
考察ポイント

 Valore D は、企業における女性のリーダーシッ

プを支援するためにイタリアの大企業が初めて
共同で設立した団体で、より多くの女性が企業
においてより高位の役職に就けるよう支援する
ことを目的としている

— 5つの領域を軸に取組を推進: 
» メンターシップ

» 技能開発

» ロールモデル

» ワークライフバランス

» ソーシャル・イノベーション

 参加企業の代表者は各ワークストリームに振り
分けられる (各ワークストリーム当たり20名、会
議は年3回開催)

 参加企業の従業員・人材支援につながるサポー
トを提供:
— 外部ベンダーとトレーニングプログラムを共

同開発 (参加企業が参加者を推薦)
— 経営層・役員クラス向け塾

— 企業横断型のメンタリングプログラム

— 年1回大規模イベント/カンファレンスを開催

 イタリアを拠点として活動

 経営幹部に焦点をあて、参加
企業のジェンダー平等の実現
およびインクルーシブな企業文
化の醸成を支援

 2021年に発足

 マニフェストには160社が署名

 関連会社260社
 2,000人が関与

 Valore D は、参加企業による活動

推進状況を積極的に追跡・報告し
ている数少ない団体の一つである

 多くの参加企業が、Valore Dは、

よりインクルーシブな環境を作る
取組を推進する動機づけとなった
としている (例: 74%の企業が効果

的なインクルージョン推進計画を
実行するうえでValore Dが重要な
役割を担っていたとしている)

 しかし、回答企業数が公表されて
いない等の理由から、調査結果が
大多数の意見を反映しているかど
うかは不明確である

 業種として、そもそも男性従業員
が多い企業もある。その場合の女
性管理職候補のパイプライン拡大
のための施策は、もともと女性従
業員も多く存在する企業での施策
とは異なってくる

— Valore Dにおいては、イニシ

アティブに参加している企業
の分布はどのようか (業界、

事業規模、企業における男女
比の分布等)

— 女性社員がもともと少ない業
種の企業に対し、イニシアチ
ブとして何か働きかけ等は
行っているのか

出典: Valoreウェブサイト
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Diversity Councilのウェブサイトトップページ 階層に合わせたリーダーシッププログラムの提供

Diversity Council発信情報・プログラム情報

出典: The Diversity Council. “THE DIVERSITY COUNCIL”. The Diversity Council. 2022-03-29. 
https://www.thediversitycouncil.com/the-diversity-council/, (参照：2022-03-29)

出典: The Diversity Council. “LEADERSHIP PROGRAMS”. The Diversity Council. 2022-03-29. 
https://www.thediversitycouncil.com/leadership-programs-2/ (参照：2022-03-29)
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日本への適用に関する考察

Advance研修情報
Courses offered

 管理職として成功するため、また昇進するために重要
なスキルを体系化して提供しており、参加者へのメリッ
トも高いのではないか

 “Women on Boards”という、取締役候補向けに作られ

たプログラムもあり、女性取締役経験者及び取締役向
けトレーニングを提供するコンサルティング会社がファ
シリテーションをしており、日本でも活用できるモデルな
のではないか

 女性だけでなく男性向けや両方参加できるトレーニン
グも提供することでinclusivityを向上しており、日本でも
男性の参画向上に役立つのではないか

Self-awareness and your goals in life
 Foundational Leadership Workshop
 Project U
 Let Your Money Work for You
 Turn Ambitions Into Reality
Communication skills
 Business Story Telling
 The Stage is Yours!
 Presence and Impact
Self marketing
 Self-Marketing
 My Unique Personal Brand
Organizational agility
 Networking Effectively
 How to Navigate Successfully a Male 

Dominated Environment
Interpersonal effectiveness
 Influencing
 Get Respect in Any Situation
Self management
 Courage – Crush Self-Doubt
 Unleash Your Power

Self-confidence
 PILOT – It's All About Your Strengths
 PILOT – Know Your Worth
 Experience Genuine Confidence
Conflict solving
 Challenging Conversations
 Turn Conflict into Opportunity
Negotiation skills
 Key Negotiation Skills for Women
People management (my team)
 Leading Your Team Effectively
Becoming a trusted and respected leader
 Authenticity, Power and Leadership
 Your Authentic Self – Shine as a Leader
 Managing Power
Non-executive boards
 Women on Boards（下記詳細）

Winning spirit and inner strength
 Building Your Emotional Agility at Work
 Lessons from the Boxing Ring
Work life balance
 Master the 'Rush Hour' of Your Life
For women and men
 Leading through Coaching
 The Art of Presenting Virtually
 Virtual Reality: Men in Space – In the Body of a 

Woman

 最大参加人数16名、半日ワークショップ

 取締役候補のみ

 女性取締役経験者・Board Owlによるファシリ
テーション

出典: Advanceウェブサイト
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Women2Winの情報開示例
Women2Winのウェブサイトページ「国会議員になるための６つのステップ」

出典: Women2Win. “Beome an MP”. Women2Win. 2022-03-29. https://www.women2win.com/become-mp, (参照：2022-03-29)






